
2023 年 1 月 18 日 

日 本 銀 行 

 

「系統中央機関の会員である金融機関による気候変動対応を支援するた   

めの資金供給オペレーションの利用に関する特則」の制定について 

 

日本銀行は、令和５年１月１７・１８日の政策委員会・金融政策決定会

合において、民間における気候変動対応を幅広く支援するため、「系統中

央機関の会員である金融機関による気候変動対応を支援するための資金供

給オペレーションの利用に関する特則」を別紙のとおり制定することを決

定しましたので、お知らせします。 

以  上 

＜本件照会先＞ 

企 画 局  大竹・宿谷（03-3277-2877） 

  



別紙 

 

系統中央機関の会員である金融機関による気候変動対応を支援するための資

金供給オペレーションの利用に関する特則 

 

 系統中央機関（信金中央金庫、全国信用協同組合連合会、労働金庫連合会

および農林中央金庫をいう。以下同じ。）の会員である金融機関（本行の当

座預金取引の相手方でないものに限る。以下「会員金融機関」という。）が、

「気候変動対応を支援するための資金供給オペレーション基本要領」（令和

３年９月２２日付政委第５５号別紙１．。以下「基本要領」という。）に定

める気候変動対応を支援するための資金供給オペレーション（以下「本制度」

という。）の貸付対象先である系統中央機関を通じて、本制度を利用する場

合の取扱いについては、基本要領によるほか、この特則に定めるとおりとす

る。 

 

１．本行による貸付けは、本制度を利用する会員金融機関の各々の系統中央

機関に対して行う。 

２．系統中央機関は、本制度の利用を希望する会員金融機関のうち、基本要

領３．（１）ハ、に定める開示を行っている先を本制度の利用先とし、基

本要領３．（２）に準じて原則として年１回の頻度で見直すこととする。 

３．本制度を利用する会員金融機関は、投融資が気候変動対応に資すると判

断する際の基準について、系統中央機関が会員金融機関の利用のために定

める基準を踏まえて策定し、基本要領１０．に準じて開示する。 

４．系統中央機関は、本制度を利用する会員金融機関に対して、基本要領８．

に定めるわが国の気候変動対応に資する投融資（以下「対象投融資」とい

う。）の残高を報告させる。 

５．この特則に基づく各系統中央機関の貸付限度額（基本要領８．に基づく

各系統中央機関の自らの利用にかかる貸付限度額とは別に定める。）につ



いては、本制度を利用する会員金融機関毎に、当該会員金融機関が４．に

より系統中央機関に報告した対象投融資の残高に相当する貸付限度額を設

け、これらの総額とする。 

６．系統中央機関は、本制度に基づき本行から受けた貸付けのうち各会員金

融機関の利用にかかるものの全額について当該会員金融機関に対して貸付

けを行う。この場合、貸付期間、貸付利率等については、本行から受けた

貸付けと同等の条件によるものとする。 

７．系統中央機関は、本制度の利用を希望する会員金融機関との間で、会員

金融機関に対する与信管理の適切性確保のほか、本制度の趣旨に照らし、

この特則による貸付けの適切な運営の確保のために必要な措置を講ずる。 

８．本行は、会員金融機関および系統中央機関がこの特則に定める事項に著

しく背馳した場合には、この特則による貸付けを認めないなど必要な措置

を講ずることができるものとする。 

 

（附則） 

  本措置は、総裁が別に定める日から実施し、基本要領の廃止日をもって

廃止する。 


